
コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

1 

 

 

 

 

 

 

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。 

 

Ⅰ．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

 当社グループは、継続的な成長、企業価値の増大を図るため、経営意思決定の迅速化、適時情報開

示等による経営の透明性の確保、経営の監督機能の強化等、コーポレート・ガバナンスの充実が重要

であると認識し、体制の強化に努めております。 

 さらに、高い倫理観に基づき、法令及び社会規範に沿った事業活動を行なうためリスクマネジメ

ント室及びコンプライアンス委員会を設置しております。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

当社は 2021 年 6 月 11 日に公表されたコーポレートガバナンス・コードの各原則の全てを実施していま

す。 

 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】 

【原則 1-4】 

 当社は、政策保有株式を有しておりません。また今後も保有しない方針であります。 

 

【原則 1-7】 

 当社は、取締役との間で法令に定める競業取引及び利益相反取引を行うに当たっては、必ず複数の社

外取締役を含む取締役会による承認を得ることとし、また、取締役は、自らに利益相反に係る問題が生

じる場合には、速やかに取締役会に報告し、取締役会の承認を得なければならないものとします。当該

取引を実施した場合には、法令の定めるところにより、その重要な事実を適切に開示いたします。 

 主要株主との取引についても、重要な取引については、取締役会において当該取引の妥当性、適正性

の判断を行います。当社関係者による当社株式などの内部者取引を未然に防止するため、当社重要事実

管理ならびに役職員などによる当社株式の売買などに関して遵守すべき事項を定め、厳格な運用を行っ

ております。 

 

【補充原則 2-4-1】 

当社ホームページ内に採用に関する特設ページを設置し、採用における多様性の状況や、当社の社風

 2021 年 12 月 24 日 

BEENOS 株式会社 

代表取締役 執行役員社長 兼 グループ CEO 直井 聖太 

 問合せ先：IR 室  

 URL：http://www.beenos.com/ 
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や人材の方針等について TOP メッセージとともに開示しております。 

 

【原則 2-6】 

 当社が加入している確定給付企業年金基金は、総合設立型（加入企業間で人事交流・資本関係など有

機的連携性のない企業群で設立されている企業年金基金）であることから、当社はアセットオーナーに

該当いたしません。また、当該企業年金制度は、企業会計基準第 26 号 33 項(2)により、確定拠出制度

に準じた会計処理を行うこととされているため、当社の財政状態に直接的な影響を与えることはありま

せん。なお、当該企業年金の財政情報を適時に取得し、有価証券報告書に注記事項として記載しており

ます。 

 

【原則 3-1】 

(1) 当社は、日本と世界を繋ぐグローバルプラットフォームを創る」ことをビジョンに掲げ、IT とイン

ターネットテクノロジーをベースにグローバル市場に置いて新しい市場を創造するために、プラットフ

ォームを生み出し続けることを目指しております。素晴らしい商品やコンテンツを国内に留まらず、ネ

ットワークした世界中のマーケットプレイスに流通させ、また世界中の素晴らしい商品やコンテンツを

日本やアジアの国々に流通させるグローバルプラットフォームの構築を推進し企業価値の増大を図っ

てまいります。さらに、新たな事業領域として人や体験を「日本から海外へ」、「海外から日本へ」と双

方向に繋ぐプラットフォームを構築し企業や個人に提供することで国境を越えたビジネス展開を支援

することを目指しております。当社は、経営理念である上記ビジョンを自社ホームページ上にて公表し

ております。以下のＵＲＬをご参照ください。 

https://beenos.com/ 

(2)コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書「１．1．基本的な考え方」に記載し

ております。 

(3)当社は役員の報酬等の額の決定方針を定めており、株主総会において承認された報酬限度額の範囲

において次の通り決定しております。 

取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）の報酬については、現金による報酬と中

長期的なインセンティブとしての株式報酬とで構成しております。 

各期の現金報酬については、基本報酬を役職、担当職務等の責任と執行の対価としての連結ベースの

報酬を決定し、賞与を連結業績に連動して決定しております。株式報酬については、中期の業績（株価）

連動型の報酬として譲渡制限付株式を付与しております。 

報酬の種類及び報酬の種類毎の目的・概要は下図のとおりです。 

報酬の種類 目的・概要 

固定 固定報酬 

職責に応じた堅実な職務執行を促すための固定報酬 

・報酬水準は、前年経常利益額を基準とし、役位や役

割・責務等に応じて決定する。 

・毎月支給する。 

変動 
業績連動報酬 
（短期インセンティブ報
酬） 

事業年度毎に、着実に成果を積み上げるための業績連

動報酬 
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・具体的な支給額は、事業年度毎の連結経常利益額を

基準とし、役位や役割・責務等に応じて決定する。 

・各事業年度終了後に一括して支給する。 

譲渡制限付株式報酬 
（中長期インセンティブ報
酬） 

中長期的な企業価値・株主価値の向上を重視した経営

を推進するための業績連動報酬 

・「基準額」は、職責等に応じて設定する。 

・「基準額」を、発行決議日の前日の東京証券取引所に

おける当社株式の終値で除した株数を付与する。 

・付与する株式は、退任するまでの期問、譲渡等の処

分を行うことのできない特定譲渡制限付株式とす

る。 

・付与する株式は、年10万株以内とする。 

・定時株主総会後に開催される取締役会後、一か月以

内に支給する。 

・退任時など譲渡制限期間が満了した時点において、

役務提供期間を満たしていない等の理由で譲渡制

限が解除されていない株式について、当社はこれを

無償で取得する。 

社外取締役および監査等委員である取締役の報酬については、適切にその役割を担うため、独立性を

確保する必要があることから、固定の月額報酬のみとし、業績により変動する報酬はありません。 

取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬については、取締役会に

おいて決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っており、決定方針に沿うものであると判断して

おります。 

(4)取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うにあたっては、取締役の選解任基準に基

づき決定しております。 

(5)選任・指名の説明及び取締役候補者（監査等委員含む）の略歴については、定時株主総会招集通知及

び有価証券報告書に記載しております。 

 

【補充原則 3-1-3】 

当社ホームページに特設ページを設置し取り組みの開示をしております。今後この特設ページをより

充実させ、サステナビリティ関連の情報開示を充実させるべく動いてまいります。 

 

【補充原則 4-1-1】 

 取締役会は株主に対する責任を踏まえ、持続的成長と企業価値の向上を目指し、重要な業務執行の決

定を行うとともに、業務執行を監督します。定例取締役会は原則月 1 回、臨時取締役会は必要に応じて

随時開催します。取締役会付議事項は「取締役会規程」に定めています。 

 当社は、重要な業務執行の決定を取締役に委任できる旨を定款に規定しておりますが、当社は独立社

外取締役を含めた取締役会で十分に議論を行った上で決定することを基本方針としています。 

 

【原則 4-9】 
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 本報告書２．１．【独立役員関係】その他独立役員に関する事項に、社外取締役の独立性確保基準につ

いて記載しております。 

 

 

 

【補充原則 4-11-1】 

 当社は次の通り取締役候補者選任基準を定めております。 

(1)株主により選任された経営の受託者として、その職務の執行について忠実義務・善管注意義務を適切

に果たし、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に貢献するための資質を備えていること 

(2)業務執行取締役については、当社グループの事業に精通し、当社グループの経営管理を適切に遂行す

る能力を有すること 

(3)社外取締役については、企業経営、金融、財務会計、法律等の分野で高い見識や豊富な経験を有し、

企業経営に関する一般常識および取締役・取締役会の在り方についての基本的理解に基づき、経営全般

のモニタリングを行い、アドバイスを行うために必要な資質を有していること 

(4)独立社外取締役は、前項に加え、当社の独立性判断基準を満たすこと 

(5)法令上求められる取締役としての適格要件を満たす者であること 

また、株主総会招集通知に取締役のスキルマトリックスを開示しております。 

 

【補充原則 4-11-2】 

 当社では、常勤取締役は、子会社を除く他の上場会社の役員兼任はありません。また社外取締役につ

いては、他の上場会社の兼務の状況は 1 名 1 社のみであり合理的な範囲と考えております。また、取締

役の略歴としてその兼任状況を有価証券報告書に開示しております。 

 

【補充原則 4-11-3】 

継続的に取締役会の実効性を高めるため、社外取締役を含む全取締役に対して取締役会の構成・運営・

議題・取 締役会を支える体制に関するアンケートを実施し、その回答結果に基づき社外取締役全員の

意見を集約し提言として纏め、取締役会にて議論し、取締役会の実効性に関する分析、自己評価を行う

とともに、今後の取り組みを決定 しました。 

アンケートの結果によると、2017 年に実施した評価に比べ全て高い評価となっており、取締役会の実

効性をより 高めるための改革を進めてきた成果であると考えられ、とりわけ、社外取締役の構成員の

専門知識の多様化と企業 戦略や中長期的方針の議論の充実化に改善が見られました。 

一方で、多様性および専門性を考慮した取締役会の構成員の選定と、サステナビリティへの取り組み

を一層推進していくことを取締役会で確認しました。 

当社は、これらの施策を通じて、取締役会の実効性を向上させ、監督機能の向上およびコーポレート・

ガバナン スの一層の強化に努めてまいります。 
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【補充原則 4-14-2】 

 当社の取締役は必要なスキルや強化すべきスキルを認識し、自己研鑽に励むことのできる人員を選任

していると考えております。また、必要に応じて、外部の専門家を招いて取締役及び経営陣幹部に対し

て必要な知識の習得の機会を提供しております。 

 

【原則 5-1】 

 当社は、株主との建設的な対話に関する方針を以下のとおり定めております。 

(1)株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組に関する方針 

 当社は、中長期的な企業価値の向上に資するため、IR 活動を通じ株主その他の投資家との建設的な

対話を行います。  

(2)対話を補助する社内のＩＲ担当、経営企画、総務、財務、経理、法務部門等の有機的な連携のための

方策 

 IR 活動は IR 室が担っておりますが、決算、資本政策、法規制・ガバナンスなどテーマに合わせて、

経営企画、経理、財務、法務、内部統制部門と密接に連携にしております。 

(3)個別面談以外の対話の手段（例えば、投資家説明会やＩＲ活動）の充実に関する取組み 

 機関投資家向けに年４回の決算説明会を開催し、グループ CEO 及びグループ CFO が説明を行うと

ともに、当該説明会の模様及び説明会資料は当社 Web サイトで開示します。 機関投資家との個別面談

は、情報開示担当役員が対応することを基本とします。 また積極的にグループ CEO 又はグループ CFO

による海外 IR 活動を実施し、海外投資家との対話の機会を設けます。国内外の機関投資家と継続的に

面談し、それらの投資家の株主総会における議決権行使の考え方を把握するとともに、当社の経営方針

や戦略に対する理解が深まるように努めます。 

加えて、当社 Web サイト等を通じて、IR 関連資料をはじめ、当社の経営方針、投資活動および財務状

況等に関する情報発信の充実に努めます。また、株主総会招集通知の記載の充実を図り、株主に適確な

情報を提供します。さらに、これらの情報については、重要性を踏まえ可能な限り英文でも提供します。  

(4)対話において把握された株主の意見・懸念の経営陣幹部や取締役会に対する適切かつ効果的なフィ

ードバックのための方策 

 投資家との対話を通じて得られた意見等は経営会議にて随時フィードバックするとともに、必要に応

じて取締役会に報告して今後の経営に活用します。 

(5)対話に際してのインサイダー情報の管理に関する方策 

 当社では決算情報の漏洩を防止し、公平性を確保するため、原則として、四半期決算期末から

決算発表までの期間を沈黙期間とし、この期間につきましては、決算に関する情報の開示、関連

するコメントの授受、関連質問への回答などを差し控えております。投資家との面談は、原則と

して情報開示担当役員を含む２名以上で行い、特定の面談者へインサイダー情報が漏えいするこ

とのないように努めております。 

 

２．資本構成 
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外国人株式保有比率 30％以上 

  

【大株主の状況】 

氏名又は名称 所有株式数(株) 割合(％) 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,479,000 株 11.51％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口） 

1,053,000 株 8.20％ 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 638,786 株 4.97％ 

佐藤輝英 624,300 株 4.86％ 

MSCO CUSTOMER SECURITIES 523,900 株 4.08％ 

GOLDMAN SACHS & CO. REG 408,200 株 3.18％ 

株式会社デジタルガレージ 319,900 株 2.49％ 

BNYM AS AGT/CLTS TREATY JASDEC 281,600 株 2.19％ 

GOVERNMENT OF NORWAY 272,200 株 2.12％ 

HSBC HONGKONG-TREASURY 

SERVICES A/C ASIAN EQUITIES 

DERIVATIVES 

255,674 株 1.99％ 

 

支配株主名 — 

 

親会社名 — 

親会社の上場取引所 — 

 

補足説明 

－ 

 

３．企業属性 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部 

決算期 9 月 

業種 小売業 

直前事業年度末における(連結)従業員数 100 人以上 500 人未満 

直前事業年度における(連結)売上高 100 億円以上 1000 億円未満 

直前事業年度末における連結子会社数 10 社以上 50 社未満 

 

４．支配株主との取引を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 
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— 

 

 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

— 

 

 

 

Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

組織形態 監査等委員会設置会社 

 

【取締役関係】  

定款上の取締役の員数 14 名 

定款上の取締役の任期 1 年 

取締役会の議長 社長 

取締役の人数 8 名 

社外取締役の選任状況 選任している 

社外取締役の人数 4 名 

社外取締役のうち独立役員に指定されている

人数 

4 名 

  

会社との関係(１) 

氏名 属性 
会社との関係(※１) 

a b c d e f g h i j k 

西直史 他の会社の出身者            

上保康和 他の会社の出身者            

近藤希望 他の会社の出身者            

髙橋由人 他の会社の出身者            

 ※１ 会社との関係についての選択項目 

 a.上場会社又はその子会社の業務執行者 

 b.上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役 

 c.上場会社の兄弟会社の業務執行者 

 d.上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者 

 e.上場会社の主要な取引先又はその業務執行者 

 f.上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家 
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 g.上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者） 

 h.上場会社の取引先（d、e 及び f のいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ） 

 i.社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ） 

 j.上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ） 

 k.その他 

 

会社との関係(２) 

氏名 
独立 

役員 
適合項目に関する補足説明 選任の理由 

西直史 〇 — 投資会社および企業の社

外取締役や指名委員、報酬

委員として培った経験と高

度な専門性を活かし、当社

の業務執行に関する意思決

定において、適切な助言を

いただくことにより、経営

の透明性と健全性の維持向

上およびコーポレートガバ

ナンス強化への寄与を期待

できるため、独立役員とし

て選任しております。 

上保康和 ◯ —  民間企業の財務責任者と

して培ってきた豊富な経験

と知識を当社の監査体制に

活かし、当社の業務執行に

関する意思決定において、

適切な助言をいただくこと

により、経営の透明性と健

全性の維持向上およびコー

ポレートガバナンス強化へ

の寄与を期待できるため、

独立役員として選任してお

ります。 

近藤希望 ◯ —  公認会計士として培って

きた豊富な経験と知識を当

社の監査体制に活かし、当
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社の業務執行に関する意思

決定において、適切な助言

をいただくことにより、経

営の透明性と健全性の維持

向上およびコーポレートガ

バナンス強化への寄与を期

待できるため、独立役員と

して選任しております。 

髙橋由人 ◯ —  企業経営全般における豊

富な経験と知識を当社の監

査体制に活かし、当社の業

務執行に関する意思決定に

おいて、適切な助言をいた

だくことにより、経営の透

明性と健全性の維持向上お

よびコーポレートガバナン

ス強化への寄与を期待でき

るため、独立役員として選

任しております。 

 

【監査等委員会】  

委員構成及び議長の属性 

 全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

委員長 

(議長) 

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役 

 

 

監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び

使用人の有無 
なし 

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項 

 監査等委員の職務の執行に必要な補助すべき特定の補助使用人の配置が必要な場合、監査等委員

はそれを指定できるものとしており、当社は、監査等委員会との協議のうえ、人選し配置するものと

いたします。 補助使用人に指定された従業員は、監査等委員以外の取締役又は他の使用人の指揮命

令を受けないものといたします。また、当該補助使用人の人事異動及び人事考課を行う場合は、監査

等委員の意見を聴取し、その意見を十分尊重して実施するものといたします。 

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況 
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 監査等委員、リスクマネジメント室、会計監査人が相互に定期的に会合をもつなど、緊密な連携を

保ち、積極的に意見及び情報の交換を行い、効果的かつ効率的な監査を実地するよう努めておりま

す。 

 

【任意の委員会】  

指名委員会又は報酬委員会に相当する任意の

委員会の有無 

なし 

 

任意の委員会の設置状況、委員構成及び委員長（議長）の属性 

指名委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 — 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

— — — — — — — 

 

報酬委員会に相当する任意の委員会 

委員会の名称 — 

全委員 

(名) 

常勤委員 

(名) 

社内取締役 

(名) 

社外取締役 

(名) 

社内有識者 

(名) 

その他 

(名) 

委員長 

(議長) 

— — — — — — — 

 

 

 

補足説明 

— 

 

 

【独立役員関係】 

独立役員の人数 4 名 

その他独立役員に関する事項 

 当社は、社外取締役の独立性基準を以下のとおり定め、当社において合理的に可能な範囲で調査し

た結果、次のいずれにも該当しないと判断される場合、当該社外取締役は当社からの独立性を有し、一

般株主と利益相反が生じるおそれがないものと判断します。 

 

（１）当社および子会社との関係 

i)当社および当社の子会社（以下「当社グループ」という。）の業務執行者（会社法施行規則第2条第3項
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第6号に規定する業務執行者をいい、業務執行取締役のみならず、使用人を含む。監査役は含まれな

い。） 

ii)就任前10年間（但し、就任前10年内のいずれかの時において当社グループの非業務執行取締役、

監査役であったことのある者にあっては、それらの役職への就任の前10年間）において当社グループの業

務執行者であった者 

iii)当社の会計参与 

iv)当社の子会社の業務執行者でない取締役又は会計参与 

 

（２）取引先企業との関係 

i)当社グループを主要な取引先とする者（当社グループに対して製品又はサービスを提供している取引

先グループであって、直近事業年度における取引額が当該グループの年間連結売上高の2％を超える

者）又はその業務執行者 

ii)当社グループの主要な取引先（当社グループが製品又はサービスを提供している取引先グループで

あって、直近事業年度における取引額が当社グループの年間連結売上高の2％を超える者）又はその業

務執行者 

 

（３）経済的利害関係・専門的サービス提供者 

i)当社グループから取締役、監査役（常勤・非常勤を問わない）を受入れている会社又はその親会社も

しくは子会社の業務執行者 

ii)当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（過去３年間の平均で年間1,000万円を

超える金銭その他の財産上の利益）を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家（当該財産を

得ているものが法人、組合等の団体である場合は当該団体に所属する者） 

iii)当社グループの法定監査を行う監査法人に所属する者 

 

（４）株主との関係 

i)当社グループの主要株主（直接保有、間接保有の双方を含む議決権保有割合10％以上の株主）又

は当該主要株主が法人である場合には当該法人の業務執行者。なお、当社グループの主要株主が当社

の親会社である場合は、業務執行者でない取締役、監査役を含む 

ii)当社の兄弟会社の業務執行者 

 

（５）該当時期 

i)最近５年間において上記（２）～（４）に該当する者 

 

（６）近親者 

① i)上記（１）～（５）に該当する者（重要な地位にある者に限る）に近親者等（配偶者および二親等

内の親族） 
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【インセンティブ関係】 

取締役へのインセンティブ付与に関する施策

の実施状況 

ストックオプション制度の導入及び譲渡制限付株

式付与による報酬 

 

該当項目に関する補足説明 

 当社では、中期的な業績向上や企業価値増大の意識を高めることを目的とし、ストックオプショ

ン制度及び譲渡制限付株式付与による報酬の導入を行っております。 

 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役,社外取締役,従業員,子会社の取締役,子

会社の従業員 

該当項目に関する補足説明 

— 

 

 

【取締役報酬関係】 

開示状況 個別報酬の開示はしていない 

該当項目に関する補足説明 

 連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、開示しておりません。但し、有価証券

報告書にて全取締役の総額を開示しております。 

 

2021 年 9 月期における 役員報酬等は以下の通りです。 

取締役：145,018 千円（5 人） 

監査役：21,600 千円 （3 人） 

 

報酬額又はその算定方法の決定方針の有無 あり 

報酬額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

取締役（監査等委員である取締役を除く。） 

 株主総会において承認された報酬限度額の範囲において、各取締役（監査等委員である取締役を

除く。）の報酬につきまして、基本報酬を役職、担当職務等の責任と執行の対価として連結ベースの

報酬を取締役会にて決定し、賞与を各期の連結及び各事業の業績に連動して各社の取締役会にて決

定しております。 

 

監査等委員である取締役 

 株主総会において承認された報酬限度額の範囲において、監査等委員である各取締役の報酬を、

監査等委員会にて決定しております。 
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【社外取締役(社外監査役)のサポート体制】 

  監査等委員の職務の執行に必要な補助すべき特定の補助使用人の配置が必要な場合、監査等委員

はそれを指定できるものとしており、当社は、監査等委員会との協議のうえ、人選し配置するものと

いたします。 

 

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項(現状のコーポレート・ガバナンス体制の

概要) 

 当社は、監査等委員会設置会社であり、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名及び監査

等委員である取締役３名を選任しております。当社のガバナンス体制の機関として、取締役会、監査

等委員会、コンプライアンス委員会、リスクマネジメント室及び会計監査人があります。 

 

・取締役会 

取締役会は取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名及び監査等委員である取締役３名（う

ち社外取締役３名）により構成されており、月１回の定時取締役会のほか、必要に応じて機動的に臨

時取締役会も開催しております。独立性を保持した監査等委員を含む社外取締役の出席の下、取締

役の職務執行状況の監視を行うとともに、経営の妥当性、効率性及び公正性等について適宜検討し、

法令及び定款に定められた事項、並びに重要な業務に関する事項を決議し、業務執行についての意

思決定を行っております。 

 代表取締役社長は取締役会の議長であり取締役会を統括するとともに、取締役会の決議を執行し、

当社の業務全般を統括しております。 

また、取締役会は、毎年、自己評価の方法により、取締役会の実効性について分析・評価を行い、

その結果の概要を開示しております。 

 

 

・監査等委員会 

監査等委員会は、全員が社外取締役である監査等委員３名(うち常勤監査等委員１名)で構成され

ており、毎月１回監査等委員会を開催し、事業環境の状況把握及び意思決定のプロセス等について

経営監視の役割を担っており、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めるように努めております。 

 

・ボードメンバーミーティング（経営会議） 

当社は、常勤取締役（監査等委員である取締役を除く。）によるボードメンバーミーティング（経

営会議）を毎週開催しております。これにより、日常の業務執行の確認や意思決定の迅速化をはか

り、企業価値の向上を目指しております。 

 

 

・リスクマネジメント室 

リスクマネジメント室（４名）は、コンプライアンス体制の構築・維持に関する代表取締役直轄の責

任部署であり、内部監査担当部署として、「内部監査ルール」に基づき、グループ会社を含む各部署
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の業務活動に関して、運営状況、業務実施の有効性及び正確性、コンプライアンスの遵守状況等につ

いての監査を行い、代表取締役に報告しております。また、定期的に取締役会に対しても活動報告を

行い、内部監査結果及び是正状況については、監査等委員である取締役に報告し、意見交換を行って

おります。 

 

・会計監査人 

優成監査法人を会計監査人として選任し、監査を受けております。また、監査等委員である取締役及

び業務改善推進と連携をして適宜情報交換を行っております。 

 

＜責任限定契約の締結状況＞ 

当社は、社外取締役である西直史氏、上保康和氏、近藤希望氏、高橋由人氏（４名）との間では、会

社法第 427 条第１項の規定に基づき、同法第 423 条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額であります。 

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

 当社は、監査等委員会設置会社であり、全員が社外取締役である監査等委員を経営の意思決定機

能を持つ取締役会の構成員とすることで、経営への監視機能を強化しております。 

 また、当該社外取締役である監査等委員は、独立役員として指定されており、会社の業務執行が経

営者や特定の利害関係者の利益に偏らず適正に行われているか監査できる立場を保持しておりま

す。 

 これにより、十分な経営の監査・監督機能を確保し、適切なコーポレート・ガバナンスの実現が可

能かつ有効に発揮できるものと判断しております。 

 

Ⅲ．株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み 

 補足説明 

集中日を回避した

株主総会の設定 

第 22 期定時株主総会開催日は 2021年 12 月 17 日でした。 

議決権電子行使プ

ラットフォームへ

の参加その他機関

投資家の議決権行

使環境向上に向け

た取組み 

当社は第 18 期定時株主総会より、議決権電子行使プラットフォームへ参加し

ております。 

招集通知（要約）の

英文での提供 

当社ホームページ上に日本語同様に英語版の招集通知を掲載しております。 
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その他 当社グループに対する理解をより深めていただくため、株主総会終了後同会場

にて、当社グループの経営状況をご報告する場として『グループ事業報告会』

を開催しております。 

 

２．IR に関する活動状況 

 
補足説明 

代表者自身による

説明の有無 

ディスクロージャ

ーポリシーの作成・

公表 

当社では、ディスクロージャー基本方針を定め、自社サイト

に掲載することによって公表をしております。 

 

アナリスト・機関投

資家向けに定期的

説明会を実施 

当社では、四半期ごとに、アナリスト・機関投資家を対象と

した決算説明会を実施しております。 

あり 

IR 資料をホームペ

ージ掲載 

当社では、自社サイトに IR ライブラリを設け、有価証券報

告書、適時開示資料、決算説明会資料等を掲載しております。 

 

IR に関する部署(担

当者)の設置 

当社では、IR に関する専門部署として IR 室を設けておりま

す。 
 

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

 補足説明 

社内規程等により

ステークホルダー

の立場の尊重につ

いて規定 

当社は、コンプライアンスルールにおいて、各ステークホルダーに対する行動

規範を定めております。 

環境保全活動、CSR

活動等の実施 

当社では社会の公器として、社会・環境問題を意識して経営して参りましたが、

今後も規模、業種業態にあった対応を検討してまいります。 

ステークホルダー

に対する情報提供

に係る方針等の策

定 

当社は、国内外の株主・投資家をはじめとする全てのステークホルダーとの長

期的な信頼関係を構築するため、情報開示については、投資判断に必要と判断

する情報についてそれが法的義務を伴うものであるか否かを問わず、迅速に正

確かつ公正公平に伝達することを情報開示の基本方針とし、合理的な範囲にお

いて英語での情報開示を行います。 

 

Ⅳ．内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は、当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制、当社及び当社子会社の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり整備して
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おります。 

 

（１）当社及び当社子会社の取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制 

 当社及び当社子会社の取締役及び従業員は、「コンプライアンスルール」に基づいて、高い倫理観

と良心をもって職務遂行にあたり、法令並びに定款及び社内諸ルールを遵守するとともに、社会規

範に沿った責任ある行動をとるものといたします。また、コンプライアンス委員会を設置し、法令並

びに定款違反、社内諸ルール上疑義のある行為等についてその情報を直接提供することができる内

部通報制度を整備するものといたします。 

 

（２）反社会的勢力排除に向けた体制 

 当社及び当社子会社は、反社会勢力との取引関係や支援関係も含め一切遮断し、反社会的勢力か

らの不当要求に対しては屈せず、反社会的勢力から経営活動の妨害や被害、誹謗中傷などの攻撃を

受けた場合の対応を管理部門で一括管理する体制を整備し、警察等関連機関と連携し、組織全体で

毅然とした対応をいたします。 

 

（３）当社取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

 当社取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、管理部門を管掌する取締役を担当

役員とし、職務執行に係る情報を適切に文書又は電磁的情報により記録し、「文書取扱ルール」に定

められた期間、保存・管理するものといたします。 

 なお、当社取締役は、これらの文書等を常時閲覧できるものとし、担当役員はその要請に速やかに

対応するものとしております。 

 

（４）当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社及び当社子会社の危機管理体制については、「リスク管理ルール」に基づいて、当社管理部門

を管掌する取締役を全体のリスクの総括管理担当役員とし、当社リスクマネジメント室を責任部署

といたします。また、リスクマネジメント室は、具体的なリスクを想定、分類し、有事の際の迅速か

つ適切な情報伝達と緊急体制を整備するものとし、定期的に取締役会に対してリスク管理に関する

事項を報告するものといたします。 

 不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、早期解決に

向けた対策を講じるとともに、再発防止策を策定するものといたします。 

 なお、当社子会社においても、その規模及び特性等を踏まえ、当社の社内ルールその他の体制に準

じた規程・ルール等を制定し、損失の危機等の管理に係る体制を整備します。 

 

（５）当社及び当社子会社の取締役及び従業員の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制 
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 取締役会は、全社的に共有する事業計画を定め、各担当取締役は、計画達成に向けて各部門が実施

すべき具体的な数値目標及びアクションプランを定めるものとし、その達成に向けて月次で予算管

理を行う他、主要な指標については、週次で進捗管理を行うものといたします。 

 定時取締役会については、月１回開催し、月次決算及び業務報告を行い、取締役の職務執行状況の

監督を行うとともに、重要な業務執行についての意思決定を行うものといたします。また、「職務権

限ルール」により定められた決裁事項を機動的に意思決定するための各種委員会を設置しておりま

す。 

 また、子会社取締役等の職務執行の効率性を確保するための体制として、当社は、子会社各社に取

締役及び監査役を派遣し、当社及び子会社各社の取締役会で承認された中期利益計画、年度予算等

の達成に向けて、月次で進捗管理を行うものといたします。その他重要な情報についても子会社各

社の取締役会にて報告を受けることとしております。 

 

 

（６）当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制 

 当社は、子会社各社に取締役及び監査役を派遣し、子会社取締役の職務執行の監督を行うものと

いたします。 

 当社の関係会社管理担当部門に子会社管理を集約し、「関係会社管理ルール」に基づいて、一定の

重要事項に関しては、当社の取締役会に対して、事前に報告することを義務づけ、そのうち一定の事

項に関しては取締役会の付議事項としております。BPR 室は、子会社のリスク管理及び法令遵守体制

を構築するため、「内部監査ルール」に基づき、内部監査を実施するものといたします。 

 

（７）財務報告の信頼性を確保するための体制 

 当社は、財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に定める内部統制報告書の有効かつ適切な

提出のため内部統制システムを構築いたします。また、リスクマネジメント室は、内部統制システム

と金融商品取引法及びその他の関係法令との適合性を確保するために、その仕組みを継続的に評価

し必要な是正を行います。 

 

（８）監査等委員の職務を補助すべき使用人（以下、「補助使用人」という。）に関する事項、並びに

補助使用人の監査等委員以外の当社取締役からの独立性に関する事項及び補助使用人に対する指示

の実効性の確保に関する事項 

 監査等委員の職務の執行に必要な補助すべき特定の補助使用人の配置が必要な場合、監査等委員

はそれを指定できるものとしており、当社は、監査等委員会との協議のうえ、人選し配置するものと

いたします。 

 補助使用人に指定された従業員は、監査等委員以外の取締役又は他の使用人の指揮命令を受けな

いものといたします。また、当該補助使用人の人事異動及び人事考課を行う場合は、監査等委員の意

見を聴取し、その意見を十分尊重して実施するものといたします。 
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（９）当社及び当社子会社の取締役及び従業員が当社の監査等委員に報告するための体制 

 常勤監査等委員は、取締役会、その他の重要な会議に出席し、重要な決裁書類及び関係資料を閲覧

するものといたします。また、当社及び当社子会社の取締役及び従業員は、重大な法令違反等並びに

当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査等委員に報

告するものとし、監査等委員は必要に応じていつでも当社及び当社子会社の取締役及び従業員に対

し報告を求めることができるものといたします。常勤監査等委員は、主要な子会社の監査役を兼務

することにより、子会社の取締役、その他の監査役及び従業員、またはこれらの者から報告を受けた

者から上記の事項につき報告を受ける体制をより確実なものにしております。常勤監査等委員は、

報告を受けた上記の各事項に関して、毎月開催する監査等委員会において、非常勤の監査等委員に

共有しております。 

 当社及び当社子会社は、これらの報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として不利

な取り扱いを行うことを禁止し、当社及び当社子会社の取締役及び従業員に周知徹底しております。 

 

（１０）その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 取締役会は、監査等委員が重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を効率的かつ効果的に把

握できるようにするため、監査等委員がいつでも取締役及び従業員に対して報告を求めることがで

きるとともに、監査等委員の社内の重要な会議への出席を拒まないものといたします。また、監査等

委員は、会計監査人リスクマネジメント室と緊密に連携し、定期的に情報交換を行うものとし、必要

に応じて法律顧問と意見交換等を実施できるものといたします。 

 

（１１）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

 当社は、監査等委員が職務の執行について生ずる費用の前払い等の請求を受けたときは、担当部

門において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないこ

とを証明した場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理するものといたします。 

 

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

 当社はコンプライアンス遵守を実践するために、内部統制システムに関する基本方針を決定し、

その中で「当社は、反社会的勢力との取引関係や支援関係も含め一切遮断し反社会的勢力からの不

当要求に対しては屈せず、反社会的勢力から経営活動の妨害や被害、誹謗中傷などの攻撃を受けた

際の対応をコーポレート本部で一括管理する体制を整備し、警察等関連機関と連携し、組織全体で

毅然とした対応をいたします。」と定めております。 

 また、反社会的勢力との関係遮断に関するルールを制定し、当社グループ各社における反社会的

勢力への対応に関する基本方針を定めております。 

 これらの対応方針について、社内研修による啓蒙活動、グループウェアへの掲示などにより、定期
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的にその内容の周知徹底を図っております。 

具体的な取り組みとしては、取引先に関しましては、日経テレコンによる記事検索を実施しており、

必要に応じ取引開始前に信用調査を行い、万一取引先が反社会的勢力であった場合に契約解除でき

るよう、契約においては反社会的勢力排除条項を盛り込んでおります。 

 株主に関しましては、当社は上場企業であるため直接にコントロールは出来ませんが、半期末、期

末の基準日における株主を確認し、属性の分からない大株主については、株主名簿管理人を通じて

身元確認をしております。 

 役員、従業員に関しましては、反社会的勢力と関係がないことを本人に確認するとともに、誓約書

の提出を義務づけております。 

 また、警察署及び弁護士事務所などにより開催される反社会的勢力の排除に関するセミナー等に

は、管理部門法務担当が積極的に参加しており、役員、従業員に対し情報のフィードバックを適宜行

っております。 

 

Ⅴ．その他 

１．買収防衛策導入の有無 

買収防衛策導入 なし 

該当項目に関する補足説明 

— 

 

 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

継続的に社内体制を見直し、コーポレートガバナンス体制をより強固なものにすべく必要な制度、

規程等を整備しております。 
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【適時開示体制の概要（模式図）】 
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以上 


